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自由権規約の恣意性概念の展開（1）

The Evolution of the Concept of Arbitrariness in the International

Covenant on Civil and Political Rights ( 1 )

藤本晃嗣*

Koji FUJIMOTO＊

Abstract

The International Covenant on Civil and Political Rights has arbitrariness in its

four clauses, i.e. article 6 (1) , article 9(1), article 12(4) and article 17(1). This

arbitrariness is a concept with the necessity of materializing the contents,

according to the situation which should be applied. The purpose of this paper is to

analyze and evaluate the evolution of the concept of arbitrariness in these clauses

through the Travaux Preparatoires and the practices of Human Rights

Committee's individual communications. This is the first part of the paper and

deals with the Travaux Preparatoires of the Universal Declaration on Human

Rights and International Covenant on Civil and Political Rights.

キーワード：恣意性、世界人権宣言9条、12条、15条及び17条の起草過程、自由権規約6

条1項、9条1項、12条4項、17条1項の起草過程

Keywords : Arbitrariness, Travaux Preparatoires of the Universal Declaration on

Human Rights (Article 9, Article 12, article 15 and article 17) ,

Travaux Preparatoires of International Covenant on Civil and Political

Rights (article 6, article 9, article 12(4) and article 17(1))
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I　はじめに

国際公共政策研究 第9巻第2号

「市民的及び政治的権利に関する国際規約」（以下、「規約」という）は、その第3部で規

約締約国が保障する人権のカタログを列挙している。しかし、規約は、締約国に対してそこ

で挙げられた全ての人権カタログの絶対的な保障を要請している訳ではなく、一定の制限を

課し得ることを認めている。例えば、生命に対する権利を定めた規約6条1項の第1文と第

2文は、「すべての人間は、生命に対する固有の権利を有する。この権利は法律によって保

護される」と定め、その第3文で「何人も、窓意的にその生命を奪われない」と規定する。

この第3文は、一見すると締約国に対してその管轄下にある個人の生命を恣意的に奪っては

ならないことを要請する消極的義務のみを課しているが、逆に恣意的ではない生命の剥奪を

許容している。即ち、この「恣意的に」という用語は、生命に対する権利に対する制限事由

としての機能をも有している。規約において、同6条1項第3文のように「恣意的に」とい

う用語を持つ規定は、他に9条1項第2文（身体の安全及び自由）、12条4項（自国に戻る

権利）及び17条1項（プライヴァシーの権利）がある。

この「恣意的に」という用語は、その意味するところが明らかではないため、締約国によっ

て当該権利自由に対する制限が濫用される危険性があり、「適用すべき状況に応じて、その

内容をより具体化する必要のある概念」1）である。そこで、本稿は、上記4つの条項で規定

された「恣意的に」の概念の具体化を主眼とする2）。以下、本稿では、Ⅱにおいて、「恣意

的に」の用語がこれら4条項に挿入された経緯と意図を明らかにするために、これらの起草

過程を紹介する。そして、ⅢからⅥでは、「恣意的に」に関する国際的な実践過程を検討す

るため、規約の履行監視機関である「人権委員会（Human Rights Committee）」が、こ

れら4条項に関して公表した「見解（views）」を中心に検討し、Ⅶで本稿を結ぶこととする。

尚、本稿が検討の対象とする「見解十は、2004年に閉会した同委員会の81会期までのもの

である。又、本稿では、文脈上明らかな場合、「恣意的に」を「恣意性」と言うことにする。

Ⅱ　起草過程

1．序

そもそも恣意性が問題とされたのは、規約に先行して1948年に採択された世界人権宣言

（以下、「宣言」という）の起草時に遡る。後で見るように、規約に恣意性が挿入された理由

1）安藤仁介「人権の制限事由としての『公共の福祉』に関する一考察」法学論叢132巻4・5・6号、1993年、58頁。
2）規約6条1項第3文と同12条4項の「恣意的に」は、その英語正文では副詞の“arbitrarily”が、同9条1項第2
文と同17条1項の「恣意的に」は、その英語正文では形容詞の‘‘arbitrary”が、それぞれ用いられているが、本
稿ではこれらを一括して検討することにする。
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として、既に宣言の条項に窓意性が用いられたことが挙げられる3）。又規約の起草は、「国

連人権委員会（CommissiononHumanRights）」において、宣言の起草と同時に行われ

ており、規約の起草過程から恣意性の意味を検討するに際して、宣言の起草過程を検討する

ことは必要な作業と考えられる4）。そこで、まず以下で示す宣言の4つの条項に恣意性が挿

入された起草過程を紹介した上で、規約の起草過程を検討する。

尚、宣言と規約の双方の起草過程では、現行とは異なる条文番号が付されていた場合があ

る。そこで本文では、混乱を避けるために、宣言と規約で扱う条文の番号は全て現行の条文

番号を用い、注において起草過程の各段階で付された番号を示す。又宣言の名称は起草過程

の各段階で異なるが、本稿では煩雑さを避けるためにその全てを宣言と呼ぶ5）。

2．宣言起草過程

宣言には、以下に示すように、その9条、12条第1文、15条2項及び17条2項に恣意性

が挿入された。

9条「何人も、恣意的に逮捕され、抑留され又は追放されない。」

12条「何人も、その私生活、家族、住居若しくは通信に対して懇意的に干渉され又は名誉及び信

用を攻撃されない。すべての者は、そのような干渉又は攻撃に対する法律の保護を受ける
権利を有する。」

15条「1すべての者は、国籍を持っ権利を有する。2何人も、その国籍を恣意的に奪われ、又は、
国籍を変更する権利を否認されない。」

17条「1すべての者は、単独で又は他の者と共同して財産を所有する権利を有する。2何人も、
その財産を恣意的に奪われない。」6）

宣言の起草は、国連人権委員会の第1会期（1947年6月9日から6月25日）において始

まり、その第3会期（1948年5月24日から6月16日）で一応の完成をみた（この第3会期

で採択された宣言案を以下、「宣言原案」という）。この宣言原案は、国連総会の「第3委員

会（ThirdCommittee）」で1948年9月30日から再度検討され、ここで完成した宣言案が、

国連総会において1948年12月に宣言として採択された。従って、以下では、宣言の起草過

程を国連人権委員会と第3委員会とに分けて紹介する。

（1）国連人権委員会

国連人権委員会が、宣言原案に恣意性を用いたものは、上記の4条項の内、9条、15条

及び17条であった。そこでまず、国連人権委員会第3会期までのこれらの条文に関する起

3）See，A／2929，1955，p・47，para．102，Erica－IreneA．Daes舟eedoTnqftheIndiuidualunderLaw，United
Nations．New York，1990，p．116．para．166．

4）ParvezHassan・TheWord”Arbitrary一．asusedintheUnivcrsalDeclarationofHumanRights：一・Illegal・・

Or’rUnjustrr？，HarvardInternationalLawJournal，VOl．10，1969，pp，225－262．また、徳川教授は、「自由権規

約は、世界人権宣言とともに国際人権章典をなすものとされて起草されている。したがって宣言の起草をも概括し
たうえでの［自由権規約］の起草過程を検討することが必要であろう」と述べている。徳川信治「自由権規約無差別
条項の機能（一）」立命館法学230号、1993年、757貢、注1。

5）起草過程の各段階における宣言の名称については、田畑茂二郎F世界人権宣言』弘文堂、1971年、28－29頁、参照。
6）山手治之、香西茂、松井芳郎編『ベーシック条約集（第5版）』東信望、2004年、146－147頁。
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草過程を、恣意性に関する審議を中心に検討する。尚、宣言原案の12条は、「何人も、その

私生活、家族、住居、通信又は名誉に対して不合理に（unreasonable）干渉されない」7）と

定められ、そこでは恣意性は用いられていなかった。但し、国連事務局が国連人権委員会第

1会期に検討のため提出した宣言12条案8）には恣意性が用いられていたが、同会期が設置し

た仏代表のRene CASSINを中心とした「作業部会（Working Group）」が作成した宣言12

条案9）からは削除された。その後の国連人権委員会の起草過程では、宣言12条案に恣意性が

用いられなかっ七ので、ここでは同条の起草過程を検討しない10）。

（彰宣言9条

宣言9条案に恣意性が用いられた条文案は、国連事務局が国連人権委員会第1会期に提出

したもの11）があったが、恣意性は同会期で設置された作業部会が作成した宣言案からは削除

されていた12）。又、恣意性は、国連人権委員会が設置した「起草委員会（Drafting

Committee）」がその第2会期（1948年5月3日から21日）で設置した「小委員会

（Drafting Sub－Committee）」13）が作成した9条案14）の第1パラグラフにおいても定められ

た15）。そして、これは更にその第2パラグラフ以下で、逮捕又は抑留に関する要件を、既に

国連人権委員会第2会期が採択した所謂ジュネーブ草案16）の宣言9条案よりも更に詳細に定

7）E／800，1948，ArticlelO，p．10．
8）E／CN．4／21，1947，Annex A，Articlell，p．11．
9）ZbidリAnnex D，Article12，p．75．Ren6CASSINを中心とする作業部会については、E／CN．4／21，1947，p．4、
斎藤恵彦『世界人権宣言と現代』有信堂高文社、1984年、89－90頁を参照。
10）起草過程において、恣意性が用いられた条文案としては、他に国連人権委員会第2会期で採択された、「恣意的な

差別」という用語が採用されていた現行の宣言7条第2文（E／600，1947，p．15．article．3）が挙げられる。しか
し、国連人権委員会第3会期で、差別の用語そのものが、禁止される区別という概念を持っとの意見が大勢を占め
たため（E／CN．4／SR．52，1948，pp．6－17）、国連人権委員会第3会期で作成された条文案（E／800，1948，p．9，
article．6）から恣意性は削除された。その後の第3委員会での起草過程においても、宣言7条に恣意性を用いる議

論はなされなかった（Official Records of The Third Session of The GeneralAssembly，PartI，Third
Committee，Summary Records of Meetings，21September－8　December，1948（hereafter，”3rd session

GAORll），pp．229－243）ので、ここでは宣言7条を検討しない。
11）E／CN．4／21，1947．AnnexA，Ar・ticle7，p．11．
12）E／CN．4／21，1947，Annex D，articlelO，p．53．

13）小委員会の構成国は、チリ、中国、旧ソ連及び米の4ヶ国。E／CN．4／AC．1／40，1948．
14）小委員会9条案は次の通り。「何人も、身体の自由を恣意的に奪われない。逮捕又は抑留は、既存の法律によって
定められた場合と手続きに従ってなされる限りにおいてのみ許される。自由を奪われているすべての者は、自己に
対する被疑事実を速やかに告げられる権利とできる限り短い期間内にその逮捕又は抑留の合法性を公正な審理にお
いて確認する権利又は釈放される権利を有する。すべての者は、次の権利を有する。（a）拷問、切断、残虐な又は品
位を傷っける刑罰若しくは辱めからの自由、（b）権利及び義務の決定に際して、独立かつ公平な裁判所によって公

正な審理審理を法律に従って受ける権利、（C）すべての刑事事件において、有罪とされるまでは無罪と推定される
権利と、既存の法律に従って、妥当な期間内に公開の裁判を受ける権利、（d）遵法な逮捕又は自由の剥奪に対して賠
償を受ける権利。」E／CN．4／AC．1／40，1948．

15）この条文案の作成に至るまでの宣言9条に関する起草過程の議論については、Par・VeZ HASSAN．QP．Cit．，pp．
236－238，Laurent MarcouxJr・．”Protection from Arbitrary Arrest and Detention underInもernational

Lawll，βosb几CoJ曙e　几ねrnα房0花α　α柁d Co77岬αrαとiueエα∽月励磁机Vol．Ⅴ，No．2，1982，p．353参照。

16）国連人権委貞会が第2会期で採択した宣言（ジュネーブ草案）9条案は、次の通り。
「何人も、法律で定められた場合及び適法手続が尽くされた場合を除き、逮捕又は抑留されない。逮捕又は抑留さ
れるすべての者は、速やかにその抑留の合法性に関する司法の決定を受ける権利と、合理的な期間内に裁判を受け

る権利又は釈放される権利を有する。」（E／600，1947，AnnexesI，article5，p．15．）
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めていた。本条文案は、起草委員会第2会期に検討のため提出されたが、同会期では条文案

の合意に至ることができず、又恣意性に関する議論もなされなかった17）。結局、起草委員会

第2会期は、宣言9条案に関して、ジュネーブ草案と小委員会が作成した先の条文案に若干

の修正を加えたものの双方を国連人権委員会の第3会期へ送付することになった18）。

かかる状況を受けた国連人権委員会第3会期では、その54会合（1948年6月1日）で議

長国の米代表が、印、中国及び英の代表が共同で提出した修正案「何人も、恣意的に逮捕さ

れ又は抑留されない」19）に賛意を示し、これを最初に検討することとした20）。これを受けて、

共同修正案提出国の各代表は、宣言には詳細な条文ではなく簡略な条文を採用すべきとの主

張を行った。例えば、印代表は、「宣言は諸原則を規定すべきであるから、詳細な規定をそ

こに含めるべきではない」21）と述べ、又英代表は、「宣言では原則を述べる必要があり、その

適用について言及してはならない」22）と述べた。これに反対したのが旧ソ連代表である。同

代表は、共同修正案は過度に簡略で、恣意的な逮捕に対する効果的な保障には成り得ないと

して、ジュネーブ草案を採択すべ．きであると主張し亘23）。しかし、かかる主張に対しては、

詳細な条項は規約で規定し、宣言では簡略に人権保護に関する原則を定めるべきであると主

張するレバノン代表の発言24）や、どのような詳細な条項を定めるかについて合意に至るのは

困難であるとのエジプト代表の発言25）などが見られた。結局、旧ソ連代表の意見は多数を占

めず、採決において上記共同修正案が、賛成10票、反対4票、棄権2票で採択された26）。こ

のように本会期では、条文の形式に関する議論が中心になされたため、恣意性そのものに関

する議論は殆どなされなかった。僅かに、「［上記共同修正案は、］短く簡潔ではあるが、全て

の絶対に必要な要素を取り込んだ条文である」（［］は、筆者の挿入。以下同じ）27）とのレバ

ノン代表の発言が見られる。かかる発言は、簡潔な条文を選択することで、これまで議論さ

れてきた逮捕又は抑留に関する詳細な要件を恣意性という1語に含めたとの理解であったと

考えることもできるが、同代表が明確にかかる意思を述べた訳ではないので、このように断

定することは難しいであろう。

②宣言15条

15条に関して初めて恣意性が用いられたのは、国連人権委員会第3会期の59会合（1948

17）E／CN・4／AC．1／SR．39，1948．pp．2－6．E／CN．4／AC．1／SR．40，1948．pp．4－21．
18）E／CN・4／AC．1／SR．40，1948，p．21，E／CN．4／95，1948，pp．5－7．

19）E／CN・4／SR・54，10June1948，－p，4．原文は、IINooneshallbesubjectedtoarbitraryarr。St。rd。tenti。n．
20）E／CN．4／SR．54，1948，p．4．
21）乃id．

22）乃壷．，p．5．
23）乃idりp，5．

24）E／CN，4／SR．54，1948，p．4．

25）Idid．，pp．4－5．

26）Idid・，p・6・ローノ㌣・コールでないため、反対及び彙権国名はわからない。
27）Idid．，p．4．
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年6月4日）において採択された条文案においてであった。この条文案は、印と英の代表の

共同修正案「何人も、その国籍を恣意的に奪われない」28）に、ウルグアイ代表が次のように

修正を加えたものであった。

「何人も、その国籍を恣意的に奪われ、又は、国籍を変更する権利を否認されない。」29）

印・英共同修正案に対しては、これが複雑な国籍の問題の一側面しか扱っていないとの批

判（ェジプト代表）38）や、過度に短すぎる（レバノン代表）31）との批判が寄せられた。かかる

批判を受けた英代表は、国家がその市民の保護を恣意的に拒否してはならないことこそが複

雑な国籍の問題の本質であり、この重要な一般原則を定めたものが印代表との共同修正案で

あると反論した。その上で、同代表は、ウルグアイ代表の修正案には賛意を示した32）。

一方、旧ソ連代表も、印・英共同修正案に対して、「何人も、その国籍を恣意的に奪われ

ない。但し、それが、国内立法によって決定された場合と手続きによってなされる場合はこ

の限りではない」33）との修正案を提出した。これは、国籍の恣意的な剥奪とは国内立法の規

定に基づかずに国籍を奪われることであるとの解釈を示したものであった。しかし、これに

対して英代表は、この条文案によると国家は一定の人種又は政党に属する者から国籍を剥奪

できる法律を制定することが可能となり、国内法上は合法であるが完全に恣意的な国籍の剥

奪を許容することになると批判した34）。結局採決では、旧ソ連代表の修正案は否決され、上

記条文案が賛成10票、反対3票、棄権3票で採択された35）。

③宣言17条

宣言17条で恣意性を用いた条文案は、既に国連人権委且会第2会期において次のように

採択されていた。

「すべての者は、財産所在地国の疎律に従って、財産を所有する権利を有する。何人も、恣意的
に自己の財産を奪われない。」36）

本条文案は、財産権観念に関する隔たりが各国間で相当異なることから議論が紛糾したた

め、仏代表が妥協案として本会期中に提出したものである37）。特に恣意性は、財産収用に際

して生じる「補償問題についてカテゴリー的に述べることが困難であるとの認識」に基づき

28) E/CN. 4/99, 1948, p. 4.原文は、 "No one shall be arbitrarily deprived of his nationality.'

29) E/CN. 4/SR. 59, 1948, article 15, p. 12.原文は、 "No one shall be arbitrarily deprived of his nationality or

denied the right to change his nationality.

30）乃id．，
31）Idid．．

32）Ididり

p
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1

33) Ibid.

34) Ibid., pp. 10-ll.

35) Ibid., p. 12.ロール・コールでないため、反対及び棄権国名はわからない。尚、旧ソ連代表の修正案は、賛成4票、
反対10票、棄権2票で否決されたIbid.

36) E/CN. 4/AC. 2/SR. 8, 1947, Article 17, p. 3. See also, E/CN. 4/57, 1947, article 17, p. 10.

37)薬師寺公夫「国際人権条約に於ける財産権(-)」培学論叢1P5巻2号、 1979年、 66-69亘、参照o
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採用された用語であった38）。実際仏代表は、起草委員会第2会期において、補償問題を宣言

に盛り込むことの困難さを指摘し、そのために恣意性を挿入すべきとの主張を行っている39）。

そして、恣意性に関する議論は、漸く国連人権委員会第3会期の61会合（1948年6月7

日）で行われた。旧ソ連代表は、恣意性の解釈は各国によって異なるので、「恣意的に」の

直後に「即ち、法律に反して」を挿入することを提案し、恣意性の意味を限定しようとし

た40）。これに対して仏代表は、国内法上合法的になされた財産の剥奪でも、それが恣意的に

なされる場合があることを指摘し、2項の目的はかかる財産の剥奪を防ぐことにあると述べ

た41）。旧ソ連代表は、ナチスが行った合法であるが恣意的な行為に対して仏代表が懸念を持っ

ているとの理解を示したが、そうした行為は民主的な国家ではありえないので、民主的な国

家の立法にかかる行為を許容する規定の存在を考えるのは間違いであると反論した42）。しか

し米代表は、恣意性とは「不正（injustice）」の意味を含意すると述べた上で、旧ソ連代表

の条文案では国家の恣意的な財産の剥奪を防止できないと主張した43）。結局この旧ソ連の提

案は、賛同を得られずに否決され44）、宣言17条2項に関しては国連人権委員会第2会期が採

択したジュネーブ草案が再び採択された45）。尚宣言17条1項は、ここで「すべての者は、単

独で又は他の者と共同して財産を所有する権利を有する」へと変更され採択されている46）。

（2）第3委員会

①宣言9条

9条に関する審議は、第3委員会の113会合（1948年10月26日）と114会合（1948年10月27

日）においてなされた。そこでは、恣意性を本桑で採用しようとする意見が多く見られたが、

その中でも英代表は、未だ恣意的な逮捕が許容されている国家が存在するが、国連はかかる

実行を認めないと示すことが本条の目的であり、国内法は国連の諸基準と軌を一にすべきで

あると主張した47）。又フィリピン代表は、恣意的な逮捕の禁止は特にアングロ・サクスン法

において非常に広い意味と歴史的に発展してきた意義をもっものであり、恣意性は極めて重

要な用語であると述べた。又同代表は、宣言と規約とが扱う事項はそれぞれ異なっており、

簡略な条文案である宣言原案をここでも採択するのが望ましいとも主張した48）。このように

簡略な条文を宣言で用いるべきとの立場から、恣意性の使用に賛成した意見は、米仏の代表

38)薬師寺、前掲論文、 70頁0
39) E/CN. 4/AC. 1/SR. 38, 1948, p. 4.

40) E/CN. 4/SR. 61, 1948, pp. 2-3.原文は、 "that is, contrary to the laws.

41) Ibid., p. 4.

42) Ibid., p. 5.旧白ロシア代表は、かかる意見に全面的に賛成の意見を述べたIbid.
43) Ibid., p. 6.

44) Ibid.賛成4票、反対9票、棄権1票。ロール・コールでないため、反対及び棄権国名はわからない0

45) Ibid., p. 6, Article 14賛成10票、反対4票oロール・コールでないため、反対及び棄権国名はわからない。

46) Ibid.賛成10票、棄権4票.ロール・コールでないため、反対及び棄権国名はわからない。
47) 3rd session GAOR, p. 248.

48) Ibid., p. 245.
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をはじめとして他にも多く見られた49）。

他方、ウルグアイ代表は、「何人も、逮捕又は抑留されない。但し、既存の立法によって

定められた事由及び手続きによってなされる場合はその限りではない」50）との修正案を提出

した上で、恣意性は不適切な用語であるとして、この用語の削除を主張した51）。又旧ソ連代

表も、恣意性は主観的な解釈を許容する用語であるとして、その削除を主張した52）。

尚、とこでは、エクアドル代表が宣言9条に恣意的な「追放（exile）」の禁止を盛り込む

ことを提案した。同代表は、その提案の理由として、国家の恣意的な行為として一足の民族

や宗教等に属する人々を国外追放する国家実行があることを挙げた53）。この提案に対しては、

チリ代表が、かかる追放は立法によって執行される場合があるので、「恣意的な追放」′の禁

止を宣言9条に盛り込むことに賛意を示した54）。その一方で、旧ソ連代表は、追放の挿入に

は賛同しつつも、法律で定められその手続きに従った場合を除く追放を禁止するよう主張し、

ここでも再度恣意性を省くよう主張した55）。

このような議論の後、114会合において、エクアドル代表以外によって提出された宣言9

条に対する修正案の全てが否決された56）。そして、この後にエクアドル代表の上記提案が、

賛成43票、反対0票、棄権1票で採択された57）。

②宣言12条

宣言12条の審議は、116会合（1948年10月29日）と119会合（1948年10月30日）において

なされた。宣言原案の12条案は既述した通りであるが、そこで用いられた「不合理に」と

いう用語の意味についての議論は十分になされなかった濾）。このため、第3委員会において

「不合理に」を用いることの是非が議論の対象となり、最終的には恣意性がこれに代わって

用いられることになった。その審議過程において、「不合理に」を恣意性に変更するよう主

張した国家代表等は、恣意性の意味を次のように主張した。まずニュージランド代表は、

「不合理に」の意味は不明確であるが、恣意性は十分確立した法原則に従わない全ての事柄

を意味すると述べ、恣意性を本条で用いることを主張した59）。英代表は、恣意性とは、ある

そうした主張を行った国家代表として、仏(.ibid., p. 244)、ボリビア(ibid.)、レバノン{ibid., p. 246)、米(ibidリ

p. 247)、ニュージーランド　{ibid., p. 252)の各代表が挙げられる0　-

A/C.3/268, 1948, p. 1.

3rd session GAOR, p. 250.

Ibid.,p.258.

Ibid.,p.244.

Ibid., p. 255.他に、追放の禁止の挿入に賛成を表明した国家代表として、ボリビア(ibid., p. 244)、レバノン(.ibidり

p. 247)、英(ibid.,p. 248)の各代表が挙げられる。又フィリピン代表は、このエクアドル案に対して「然るべき

考慮を払う」と述べ、同案に好意を示しているIbid., p. 244.

Ibid.,p.256.

Ibid., pp. 252-255.

Ibid., Article 7, p. 257.ロール・コールでないため、反対及び棄権国名はわからないo

Parvez HASSAN, op. cit., p. 244.

3rd session GAOR, p. 276.尚、同代表は、恣意性を使用する他の理由として、 9条等の他の条項で既に恣意性が

用いられていることを挙げているIbid.又サウジアラビア代表も、合理性の概念は国毎によって異なることを理由

に、 「不合理に」はその意味が不明確であると述べているIbid.
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者の「意恩と随意（willandpleasure）」によってなされる措置を指し、その者は当該措置

の正当性の立証を要求されないと述べた60）。他にも中国代表は、恣意性が「不合理に」より

もはるかに包括的な意味をもっと述べ61）、仏とサウジアラビアの各代表は、恣意性は「不合

理に」を「改善した（improvement）」用語であると述べた62）。又旧ソ連代表も、恣意性を

用いることには反対しないが、違法性の方が好ましいとの発言に止まった63）。かかる議論の

後、現行の宣言12条が、賛成29票、反対7票、棄権4票で採択された64）。

③宣言15条

宣言15条の審議は、122会合から124会合（1948年11月4口から11月6日）においてなさ

れた。恣意性の使用に反対する主要な意見は次の通りであった。ウルグアイ代表は、恣意性

の代わりに「不当に（unjustly）」を用いる修正案を提出した65）。同代表は、修正案の提出理

由として、国連人権委員会において恣意性とは不当な法律によってなし得る措置を意味する

との合意があったとの自身の理解を示し、恣意性の正確な意味は周知の諸原則の基準

（known standard principles）に反してなされた行為を指すと述べた。その上で、同代表

は、国家の恣意的な行為はしばしば法律に反してなされるが、かかる行為が不当な法律に反

してなされたものならば、正当な行為（a just act）になり得ると述べた66）。旧ソ連代表は、

恣意性の意味を確定するために、宣言原案の条文の最後に、「即ち、当該国家の法律で定め

られた方法、又は事由によってなされない場合」67）を挿入する修正案を提出した。同代表は、

恣意性は主観的な解釈を導く、曖昧な意味の用語であるため、この用語の使用は国内管轄事

項であった国籍の問題が国連の管轄事項になることへの危惧を示した68）。又トルコ代表は、

恣意性を「違法に（illegally）」へと変更する修正案を口頭で提示した。同代表は、その理

由を、恣意性の意味が曖昧で広範なため、恣意性に関する共通の国際法原則が明確に確立し

ない限り、この用語の解釈は「主観的かつ恣意的に」なされる危険があるからだと述べた69）。

一方、恣意性の採用を求める国家代表は次のように主張した。まずボリビア代表は、国家

が国籍変更の申請を合法的に拒否したとしても、それが差別的に拒否される場合があること

60) Ibid., p. 306.

61) Ibid:, p. 308.同代表は、米代表も恣意性に対して同じ意見であると述べているが、かかる米代表の発言は議事録で

は確認できない。但し、米代表は、単に「不合理に」に代えて恣意性を用いることには賛成を示しているIbid.

62)仏代表(Ibid., p. 309)、サウジアラビア代表(Ibid., p. 310)。
63) Ibid., p. 310.

64) Ibid., article 10, p. 315.ロール・コールでないため、反対及び棄権国名はわからない。

65) A/C.3/268, 1948.

66) 3rd session GAOR, p. 349.ウルグアイ代表が、ここで主張した恣意性の意味は、宣言15条の国連人権委員会での

審議における、既述した英代表の意見の中に見られると考えることも可能である。しかし、ウルグアイ代表が主張

するような恣意性の意味で、国連人権委員会において合意があったのかは明かではないし、実際英代表は、そこで

恣意性の意味を「不当に」と言い換えて説明した訳でもなかった。

67) E/800, 1948, p. 33.原文は、 'i.e. in any other manner or in any other case than as provided for in the laws
of the country concerned."

3rf GAOR, pp. 355-356.同様の主張として、他にサウディアラビア代表の意見がある。 Ibid., p. 362.

69) Ibid., p. 351.同様の主張として、他にグアテマラ代表のものがあるIbid., p. 356.
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を指摘し、かかる実行を撤廃するためには恣意性の用語が必要であると述べた70）。米と英の

代表は、恣意性とは、法律や権利を無視してなされかつ予測が不可能で行為者が責任を負わ

なくともよい行為や、法廷等で官吏が正当性の立証を要請されずに行える行為を指す時に用

いられる用語であるとの認識を示した。その上で、米と英の代表は、恣意性は「違法に」や

「不当に」よりも「強い（stronger）」用語であると主張した71）。又米と英の代表は、こう述

べると同時に上記旧ソ連代表案を国籍に対する権利を「縮小する」72）、「非常に制限する」73）

と評価しているので、恣意性を用いることで国籍に対する権利の保障がより確保されると考

えていたようである。又仏代表は、本条の恣意性には、既存の法律に反して国籍が奪われな

いことと、その法律が恣意的なものであってはならないことという2つの意味があると述べ

た74）。その一方で、ギリシャ代表は、恣意性の採用を主張しつつもウルグアイ代表の上記修

正案に反対意見を述べた際、恣意性は法律に反する全ての行為を対象とする用語であると述

べ、恣意性を「不当に」へと変更する同修正案は「行き過ぎである（went too far）」とし

て批判した75）。かかる発言から、同代表は恣意性を違法性と同義に考えていた芋とが分かる。

尚、宣言の中で用いられている4つの恣意性の意味を統一的に理解して、恣意性の採用を

求める意見も見られた。例えばチリ代表は、上記の旧ソ連案に反対し、法律が恣意的である

場合があることから、恣意性は違法性よりも広い意味を持っものとして本条に挿入されてお

り、旧ソ連案は宣言で用いられている他の恣意性の意味まで変更すると批判した76）。

以上の議論の後、124会合において採決がなされ、まず仏代表等の修正案に共通していた

「すべての者は、国籍を持っ権利を有する」が1項として採択され77）、その後2項の採決へ

と移った。最初に上述の旧ソ連、ウルグアイ及びトルコの各代表の修正案がそれぞれ否現さ

れ78）、最後に宣言原案が2項として採択にかけられた。採決に際しては、「何人も、その国

籍を恣意的に奪われ［ない］」と「又は、国籍を変更する権利を否認されない」の2つに分割

されて投票され、前者は全会∵致で、後者は賛成36票、反対6票、棄権1票で採択された79）。

採択後にも、旧白ロシア代表が恣意性の意味は上述の旧ソ連代表の修正案が示す意味であ

るとの発言を行っていることや80）、これまでの議論を考慮しても、恣意性の内容について統

70) Ibid., p. 352.

71)米代表の発言は、 ibid., p. 353。英代表の発言は、 ibid., p. 354。
72) Ibid., p. 353.

73) Ibid., p. 354.

74) Ibid., p. 358.

75) Ibid., p. 350.

76) Ibid., p. 357.豪代表は、宣言13条で恣意性の定義がなされたのであれば、その定義は他の条項で用いられている達

意性にもあてはまると述べているので、同代表も宣言の恣意性の意味を統一的に把握しようとしていたと考えらtl

.る　Ibid.

77)賛成21票、反対9票、棄権6票Ibid., article 13, p. 359.
78) Ibid., pp. 359-360.

79) Ibid., article 13, pp. 361-362.ロール・コールでないため、反対及び棄権国名はわからない0

80) Ibid., p. 362.
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一された概念が起草者達の問に生成されたのかについては疑問が残る。

④宣言17条

17条の審議は、126会合（1948年11月8日）においてなされた。ここでも旧ソ連代表が、

宣言原案17条2項の「恣意的に」の直後に「即ち、違法に」を挿入する修正案81）を提出し、

恣意性は主観的にしか解釈されない用語であるとの意見を再度主張した82）。この修正案に対

して、スウェーデン代表が、「違法に」は恣意性よりも制限的であるとして賛意を示し、宣

言17条に恣意性が用いられれば、私的財産の収用を定めた同国の法律は宣言17条に反する

ものになるとの懸念を表明した83）。この発言から、同代表は、恣意性の採用は個人の権利を

広く保護することに資するが、その程度が著しく、国家の権限が狭まることに懸念を持って

いたことが窺える。しかし、この修正案に対しては、これまでと同様に批判が集まった。例

えば、米代表は、恣意性は「違法に」よりも広い意味を持っとの主張を行い叫、英代表も恣

意性は「違法に」と同義ではなく、恣意的な行為は同時に合法である場合があると指摘し

た85）。又フィリピンと豪の各代表は、宣言17条で旧ソ連代表の修正案のように恣意性を違法

性と同義とする解釈を明示すると、既に恣意性が挿入された他の宣言の条項の解釈も必然的

に影響を受けると述べて、同修正案に反対した86）。

このような議論を経て、結局旧ソ連修正案は、賛成8票、反対23票、棄権7票で否決さ

れ、その後に宣言原案の17条案が、賛成39票、反対0票、棄権1票で採択された87）。採択後、

旧ソ連代表は、宣言原案への賛成票を投じたことを明らかにし、「違法な行為は『恣意的に』

という用語の意味の中に含まれる」との見解を示した88）。

⑤宣言の再審議

以上の起草過程を経て恣意性が採用された宣言め4条項は、更に第3委員会の176会合か

ら177会合（1948年12月6日）において再度検討された。しかし、そこでは宣言12条を除い

て、既に採択された条文案をそのまま再度採択することを確認したに止まった89）。宣言12条

に関しては、英代表から、，恣意性を「不合理に」へと戻すよう提案がなされた。その理由を、

同代表は、「不合理に」は私人による権利侵害をも射程にすることができる点で恣意性より

その適用範囲が広いことを挙げた関）。こうした提案に対して、仏代表が、恣意性は他の条文

81) E/800, 1948, para. 12, p. 33.E£W\ "i.e. illegally,",,
82) 3rd se3Sion, GAOR., p. 386.
83) Ibid., p. 382.
84) Ibid.
85) Ibid.
86) Ibid., p. 384.

87) Ibid., article 15, p. 390.ƒ••[ƒ‹•EƒR•[ƒ‹‚Å‚È‚¢‚½‚ß•A”½‘Î‹y‚ÑŠüŒ •‘–¼‚Í‚í‚©‚ç‚È‚¢•B\
88) Ibid.
89) Ibid., pp. 863-865.
90) Ibid., p. 864.‚©‚©‚é’ñˆÄ‚É‚Í•AƒtƒBƒŠƒsƒ“‚ÆƒCƒ‰ƒN‚ÌŠe‘ã•\‚©‚ç•AŽ^ˆÓ‚ªŽ¦‚³‚ê‚½•BIbid.


















































